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要約

本研究では、野菜の栽培活動が自身の野菜摂取量に影響を与えるかどうか明らかにすることを

目的とし、介入前後で比較した。ある 1大学の職員および学生（計 32 名）に、学内でミニトマト

1株を栽培してもらい、その前後で食習慣調査と食物摂取頻度調査を実施した。介入前後および、

これまでの栽培経験の有無で違いがあるかどうか統計解析を行った結果、介入前後で食意識と食

行動には変化はみられなかったが、野菜摂取量は介入後で増加する傾向にあった（p=0.053）。以

上の結果から、野菜の栽培活動は野菜摂取量を増加させる可能性が示唆された。しかし、本研究

では因果関係は分からないため、更なる研究が必要である。

Abstract

In this study, we aimed to assess whether growing vegetables influenced vegetable intake.

This was a pre － post intervention study. We asked the staff and students of a university

(subjects=32 people) to grow a cherry tomato plant on the premises of the university and

surveyed their dietary habits and food intake frequency before and after growing the plant.

We also analyzed whether any previous experience of cultivation affected the results.

Awareness regarding diet and eating behavior showed no difference before and after the

intervention; however, vegetable intake showed a tendency to increase after the intervention

(p=0.053) .These results suggest that growing vegetables increases vegetable intake;

however, given the lack of a causal relationship, further studies are needed.
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Ⅰ．緒言
健康日本 21（第二次）（厚生労働省，2013）では、1日の平均野菜摂取量の目標値（令和 4年度

の目標値）を 350g としている。しかし、令和元年国民健康・栄養調査報告（厚生労働省，2019）

によると、日本人全体の野菜摂取量の平均値は 280.5g であり、この 10 年間でみると、明らかな

増加はみられていない。特に若者世代の野菜摂取量（平均値）が低く、男性では 20 歳代 233.0g、

30 歳代 258.9g であり、女性では 20 歳代 212.1g、30 歳代 223.2g である。一方、60 歳代以上では

男女ともに 300g を超えていることから、若者世代の野菜摂取量の増加はわが国にとって大きな

課題であるといえる。

一方で、食育基本法（農林水産省，2005）に基づき策定されている第 4次食育推進基本計画（農

林水産省，2021）では、農林漁業体験を経験した国民の増加を目標としている。その背景には、

農林漁業に関する体験活動は、農林水産物の生産現場への関心や理解を深めるだけでなく、国民

の食生活が自然の恩恵の上に成り立ち、また食に関わる人々の様々な活動によって支えられてい

ることなどに対する理解を深める上で重要であると考えられる（農林水産省，2020a）。食生活及

び農林漁業に関する調査（令和元年度）（農林水産省，2020b）によると、農林漁業体験への興味

がある者は 60.2％であるが、実際に農林漁業体験への参加経験のある者（自分と自分の家族を含

む）は 39.3%である。このことから、農林漁業体験が食育を推進する上で重要であると考えられ

るが、わが国では、実際に農林漁業体験を経験したことのある者は少ない現状が明らかである。

本研究では、農林漁業体験の中でも農業体験に焦点を当てた。これまでに、コミュニティガー

デニング（地域の貸農園を利用した栽培活動）への参加と野菜摂取量には正の関連があること

（McCormack 他，2010）、野菜の自家栽培は、野菜摂取量と正の相関があること（町田他，2015、

町田他，2016）自家製野菜を摂取している者では総野菜摂取量が多いこと（梅澤他，2012）が報

告されている。また、農家でなくても野菜の栽培をしている者では、栽培をしていない者と比較

して明らかな野菜摂取回数の違いがみられないことも報告されている（Machida 他，2018）。こ

れらの報告から、野菜の栽培活動と野菜摂取量の増加には関連があることが示唆されるが、報告

の多くは観察研究であり、特に、国内においてはその因果関係を明らかにした介入研究は報告さ

れていない（町田他，2015）。

本研究では、野菜の栽培活動が野菜摂取量に影響を与えるのかどうか明らかにすることを目的

とし、対象者に実際に野菜を栽培してもらい、その前後で食習慣調査と食物摂取頻度調査を実施

した。

Ⅱ．方法
１）対象者および調査方法

本研究は、野菜の栽培活動を介入とした前後比較研究である。
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2018 年 4～5 月、T大学内でミニトマトの栽培活動への参加者を募り、協力への同意が得られ

たT大学職員および学生（計 32 名）に、2018 年 5 月中旬から 8月下旬までの約 3か月間、T大

学内の指定場所において、プランターでミニトマトを 1人 1株栽培してもらった。指定場所は鉄

筋コンクリートの建物 2階の日当たりの良い屋外バルコニーであり、同敷地内に研究者側でプラ

ンター、市販の培養土、肥料、苗、じょうろ、支柱等を準備した。参加者には、5月中に各自で苗

の定植、その後、8月末まで自由に栽培・収穫活動をしてもらった。栽培進捗状況は、週に 1回、

研究者側で写真を撮影し把握した。なお、全ての参加者が実を収穫、すなわち栽培に成功したこ

とを確認した（図 1）。

栽培開始直前（介入前）と終了時（介入後）に食物摂取頻度と食習慣について自記式質問紙調

査を行った。介入後調査時には、栽培活動をどの程度実施したか把握するために、栽培活動状況

調査も実施した。調査は無記名とし、調査票の冒頭において、本調査は任意の調査であり、回答

しないことによって不利益を被ることはないこと、調査票への回答内容は本調査の目的以外には

使用しないこと、また、回答をもって本調査への協力の承諾を得たものとする旨を記載した。な

お、本研究は、東海学園大学研究倫理委員会の承認を得て行った（承認番号：30-3）。

２）調査内容

（1）食物摂取頻度調査（Food Frequency Questionnaire Based on Food Groups: FFQg）

質問票は、エクセル栄養君FFQg Ver.5 食物摂取頻度調査票を用いた（吉村，2016）。本調査票

は、最近 1～2 か月程度における、20 種類の食品の 1回あたりの摂取目安量と 1週間あたりの摂

取頻度を回答してもらい、摂取目安量と摂取頻度から栄養素や食品群別摂取量を推定する半定量

式食物摂取頻度調査である（高橋他，2001、高橋，2003）。「あなたは何を、どのくらいの量、1週
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間に何回食べていましたか？」という質問に対して、1回当たりの摂取量は「食べない」「少し」

「普通」「たっぷり」から選択してもらい、1週間あたりの摂取頻度は回答欄に数字を記入しても

らった。また、対象者の属性（性別、年齢、Body Mass Index: BMI）についても本調査票で把握

した。

（2）食意識と食行動に関する調査

FFQg の食習慣アンケート調査票を用いて、食行動と食意識に関して回答を得た。「主食、主菜、

副菜を整えて食事をしていますか」について、「いつもしている」「していることが多い」「ときど

きしている」「ほとんどしていない」の 4肢択一で回答を求めた。「食事から必要な栄養素がとれ

ていますか」について、「十分とれている」「大体とれている」「あまりとれていない」「とれてい

ない」の 4肢択一で回答を求めた。なお、本調査への回答では「あまりとれていない」と回答した

者はいなかったため、結果には 3肢のみ示した。「野菜を食べようと心がけていますか」について、

「いつも心がけている」「ときどき心がけている」「あまり心がけていない」「全く心がけていない」

「どちらともいえない」の 5肢択一で回答を求めた。「野菜料理は 1日に何皿食べますか（主菜の

付け合わせも含む）」について、「5皿以上」「3～4皿」「1～2皿」「ほとんど食べない」の 4肢択一

で回答を求めた。「外食（市販弁当を除く）はどのくらいの頻度」、「家庭外で調理された惣菜等を

利用する頻度」、「インスタント食品や調理済み冷凍食品を利用する頻度」について、「ほぼ毎日」

「1週間に 4～5回」「1週間に 2～3回」「1週間に 1回以下」「利用しない」の 5肢択一で回答を求

めた。

また、これまでに栽培活動を経験したことがあるかどうかについて把握するため、本調査票に

調査項目を追加し、「ある」「ない」の 2肢択一で回答を求めた。

（3）栽培状況調査

介入後の調査時に栽培状況と自身の栽培活動の評価に関してアンケート調査を実施した。栽培

者本人の「ミニトマトの観察頻度」、「水やりや収穫等の栽培活動頻度」について、「週 5～6 回」

「週 3～4回」「週 1～2回」「ほとんど行っていない」の 4肢択一で回答を求めた。また、1週間で

収穫したミニトマトの平均個数について、「50 個以上」「40～50 個」「30～40 個」「20～30 個」「10～20

個」「5～10 個」「5個以下」「わからない」から 8肢択一で回答を求めた。自身の栽培活動を自己評

価してもらうために、「上手く栽培ができたと思いますか」について、「上手くできた」「まあ上手

くできた」「あまり上手にできなかった」「上手くできなかった」から 4 肢択一で回答を求めた。

また、栽培者本人のミニトマトの株に対する愛情を 5から 1の 5段階（5が最も愛情が高く、1が

最も愛情が低い）での評価を得た。
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３）統計解析

介入前後どちらかにおいて、緑黄色野菜摂取量およびその他の野菜（きのこを含む）摂取量の

データに欠損値があった 3名を除外し、29 名を解析対象とした。

食物摂取頻度調査から得られたデータは、FFQg解析ソフト（（株）建帛社、東京）を用いて総

エネルギー摂取量および緑黄色野菜摂取量およびその他の野菜（きのこを含む）摂取量を算出し、

総エネルギー摂取量の影響を取り除くために総エネルギー 1,000 kcal あたりの摂取量を算出し

た。

統計的有意差検定は、SPSS Statistics 24（日本 IBM（株）、東京）を用いて行い、対象者の属性、

栽培状況と栽培活動の自己評価、食意識と食行動の変化の栽培経験有無による比較はχ 2 検定、

食意識と食行動の変化の介入前後比較は、マクネマー検定により傾向を確認した。また、介入前

後および介入後の栽培経験有無による野菜摂取量を比較は、シャピロウィルク検定により正規分

布に従わない可能性があったことから、ウィルコクソンの符号順位和検定およびマン・ホイット

ニーのＵ検定を行った。有意水準は p＜ 0.05 とした。なお、欠損値は項目ごとに除外した。

Ⅲ．結果
表 1に対象者の属性を示した。全体（n=29）では、性別は「男性」が 24.1%、「女性」が 75.9%

であった。年齢は全ての年代区分においておおよそ均等に分布していた。BMI は「普通

（18.5～24.9kg/m2）」が 69.0%と最も多かった。また、これまでの栽培経験の有無別で比較する

と、男性の方が「栽培経験なし」の者の割合が多く（p=0.039）、年齢、BMI については有意差は

みられなかった。
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表 2に対象者の栽培状況と栽培活動の自己評価を示した。全体（n=29）では、観察頻度および

栽培活動頻度はどちらも「週 1～2 回」が 44.8% と最も多かった。1 週間あたりのミニトマトの

平均収穫個数は「10～30 個」が 65.5%と最も多かった。上手く栽培ができたかについては、「上

手くできた」が 10.3%、「まあ上手くできた」が 51.7%で合わせて 62.0%であった。自分のミニ

トマト株に対する愛情は 5段階評価のうち「5」が 17.2%、「4」が 51.7%で合わせて 68.9%であっ

た。これまでの栽培経験の有無別で比較すると、「栽培経験あり」の者の方が、観察頻度が多かっ

た（p=0.049）。

表 3に介入前後における食意識と食行動の変化を示した。全ての項目に関して、栽培経験の有

無に関わらず介入前後で有意な変化はみられなかった。「1日に食べる野菜料理の皿数」について

は、有意差はみられなかったが、全体（n=29）では、介入前と比較して介入後において皿数が減

少する傾向にあった（p=0.070）。介入後の「栽培経験あり」の者と「栽培経験なし」の者の間に

有意差はみとめられなかった。
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表 4 に介入前後における野菜摂取量の変化を示した。全体

（n=29）では、介入前と比較して介入後において、有意差はみとめら

れなかったが、野菜合計（緑黄色野菜とその他の野菜（きのこ含む）

の合計）が増加する傾向にあった（p=0.053）。介入後の「栽培経験

あり」の者と「栽培経験なし」の者の間に有意差はみとめられなかっ

た。

Ⅳ．考察
本研究では、野菜の栽培活動が野菜摂取量に影響を与えるのかど

うか明らかにすることを目的とし、対象者にミニトマト 1株を栽培

してもらい、その前後で食習慣調査と食物摂取頻度調査を実施した。

そして、介入前後および、これまでの栽培経験の有無で違いがある

かどうか検討を行った。その結果、食意識と食行動に有意な変化は

みられなかった。しかし、野菜摂取量は有意差はみとめられなかっ

たが、介入後で増加する傾向にあった。

これまでに、野菜の自家栽培は、野菜摂取量と正の相関があるこ

とが報告されており（町田他，2015、町田他，2016）、本研究におい

ては有意差がみられなかったが、同様の傾向は確認された。介入研

究の先行研究として、Carney らは、コミュニティガーデニングが

野菜摂取量を変化させるかを検討し、介入前と比較して介入後で１

日に数回野菜を食べていると回答した者の割合が増加したことを報

告している（Carney 他，2012）。この報告では、対象者間で栽培条

件を統一しておらず、家庭菜園ではなく農業としての大規模な栽培

を検討している。また、野菜摂取量は検討しておらず野菜の摂取頻

度を調査している。本研究では、ミニトマト 1人 1株の家庭菜園レ

ベルの栽培を介入とし、栽培環境等の栽培条件を統一し、また、野

菜摂取量の推定値を算出している点で新規性があるといえる。

これまでに、市民農園を利用した野菜の栽培は、身体活動量を増

加させ（町田他，2017a）、座位時間を減少させること（町田他，2017b）

で健康維持への効果があると報告されている。栽培で収穫した野菜

を摂取する以外の要因が健康に影響するといえる。本研究では、T

大学の職員と学生を対象者とし、T大学内でミニトマト 1人 1株の

プランター栽培であるため、栽培による身体活動量の大幅増加は考
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えにくい。また、本研究から、野菜の栽培活動が野菜摂取量を増加させることが示唆されたが、

1人 1 株の栽培で収穫できたミニトマトの摂取により摂取量が増加したとは考えにくく、他の要

因が影響した可能性がある。今後、対象者の精神面等、他の媒介要因も調査項目として検討し、

介入研究を実施していく必要がある。

本研究の限界として、以下のことが挙げられる。まず、対照群を設定していないため、調査時

期の対象者の食意識や食行動に影響する野菜の販売価格や季節変動、食生活の変化等、介入以外

の要因が影響している可能性を排除することはできない。また、本研究の対象者は、ある 1大学

の職員と学生であり、また、対象者は約 30 名と少ないことから、結果を一般化するためには、よ

り多くの事例が必要であると考えられる。

Ⅴ．結語
本研究では、野菜の栽培活動が野菜摂取量に影響を与えるのかどうか明らかにすることを目的

とし、野菜の栽培を介入とした介入前後比較研究を行った。その結果、介入前後で食意識と食行

動には有意な変化はみられなかった。しかし、有意差はみとめられなかったものの、野菜摂取量

は介入後で増加する傾向にあった。以上の結果から、野菜の栽培活動は野菜摂取量を増加させる

可能性が示唆された。しかし、本研究では対照群を設定しておらず、介入以外の要因が結果に影

響していた可能性を排除することができないため、今後、更なる研究が必要である。
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